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令和 8 年 10 月 14 日 
 

「職員の給与等に関する報告及び勧告」の概要 
 

佐賀県人事委員会 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

Ⅰ 職員の給与に関する報告及び勧告 

１ 職種別民間給与実態調査 
・ 企業規模 100 人以上かつ事業所規模 50 人以上の県内民間事業所 311 事業所から、無作為に

109 事業所を抽出し、４月分の給与月額等について調査 
・ 調査完了 94 事業所（調査完了率 86.2％） 

２ 公民給与の比較 

（１）月例給 
本年４月分の職員給与（行政職給料表の適用者）と民間給与（事務・技術関係職種の従業員）

について、役職段階・学歴・年齢別に対比してラスパイレス方式により較差を算出  
民 間 給 与  (A) 職 員 給 与  (B) 較差（A）－（B）   

380,881 円 369,857 円 11,024 円 （2.98％） 
（注） 行政職給料表の適用者のうち、本年度の新規学卒の採用者等は比較対象から除外。 

比較対象職員数は 3,036 人（平均年齢 41.0 歳）である。 

（２）期末手当・勤勉手当 
昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の特別給の支給割合と、職員の期末手当及び勤

勉手当の年間の支給月数を比較したところ、職員の支給月数（現行 4.65 月）は、民間の支給割
合（4.72 月）を下回る 

3 改定の内容 
（１）月例給（令和８年４月１日実施） 

職員給与と民間給与との較差 11,024 円（2.98%）を解消するため、月例給を引上げ 
［改定内訳︓給料月額 11,022 円、はね返り分（注）2 円 （注）給料の改定による諸手当の増減分］ 

ア 行政職給料表 

・ 人材確保の観点を踏まえ、初任給は一律 9,500 円引上げ 

［改定後の初任給額︓大卒程度 243,900 円、高卒程度︓211,800 円］ 
・ 業務遂行において重要な役割を担っている中堅層以上の職員について、昨年を上回る引上げ  

［平均改定率︓１級 4.0%、２級 3.6%、３級 3.4%、４級 3.1%、５級〜９級 3.0%］ 
 

☆ 本年の給与勧告のポイント 

 月例給、期末・勤勉手当ともに引上げ  

１ 民間給与との較差 11,024 円（2.98%）を解消するため、すべての職員
の給料月額を引上げ（中堅層以上について、昨年を上回る改定） 

２  民 間 の 支 給 割 合 と の 均 衡 を 図 る た め 、 期 末 ・ 勤 勉 手 当 の 支 給 月 数 を
0.05 月分引上げ（年間 4.65 月分→4.70 月分）  
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   イ その他の給料表 
・ 行政職給料表との均衡を基本に改定 
・ 医療職給料表(一)は、国に準じて改定 
・ 教育職員の給与に係る処遇改善について所要の改定（令和９年１月１日実施） 

（２）期末手当・勤勉手当（令和８年４月１日実施） 
・ 民間における特別給の支給割合に見合うよう、4.65 月分を 4.70 月分へ引上げ 
・ 引上げ分は、人事院勧告の内容を踏まえ、期末手当及び勤勉手当の支給月数に均等に配分 

（一般の職員の場合の支給月数） 
 ６月期 12 月期 

期末手当 
勤勉手当 

1.275 月（現行 1.2625 月） 
1.075 月（現行 1.0625 月） 

1.275 月（現行 1.2625 月） 
1.075 月（現行 1.0625 月） 

・ 特定任期付職員の勤勉手当について、高い成績率が適用できるよう見直し（令和９年４月
１日実施） 

（３）初任給調整手当（令和８年４月１日実施） 
医師及び歯科医師に対する初任給調整手当を国に準じて改定 

（４）宿日直手当（令和８年４月１日実施） 
勤務 1 回に係る支給額の限度を国に準じて改定 

  
4 その他給与に関する報告事項 

転居に関する手当 
・ 人事院は、公務上必要な転勤を行う職員に対する経済的負担を軽減することで異動の円滑化を図

るため、単身赴任者に限らず転居を伴う転勤を行った職員を広く対象とする手当の新設を勧告 
・ 国における手当の内容や本県の実情などを踏まえ、転居に関する手当の在り方について、調査・

研究を行っていく必要 
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Ⅱ 公務運営について 

１ 人材の確保・育成等 

（１）人材の確保・育成 

・ 若年層人口の減少などにより、職員の採用を取り巻く環境は深刻さを増しており、今後も激し

い人材獲得競争が続くことが見込まれる。特に、技術系職種の受験倍率（採用予定者数に対する

受験者数の割合）は、昨年度の試験見直し等により若干は改善したものの、依然として低倍率で

推移しており、民間企業等の採用手法を研究し、受験者確保につながるよう更なる試験制度の改

善や大学との連携など、人材の確保に必要な取組を推進していくことが必要 

・ 就職活動の早期化や情報収集経路の多様化など就職を取り巻く状況が変化している中、就職先

として公務員を意識していない層も含め、ターゲットに情報を届ける手法を研究し、適切な時期

における有効な媒体を活用した情報発信の強化が必要 

・ 知事部局においては、目指す職員像を踏まえ、研修を自ら学び考える体系へと見直されたとこ

ろだが、各任命権者においては、人材育成の方針等に基づく研修の更なる推進、人事評価の適切

な運用など、長期的な視点で人材の育成に努めることが求められる 

（２）多様な人材の活躍推進 

・ 複雑・高度化した行政の諸課題に対応するためには、多様な人材がそれぞれの経験を生かし、

活躍できる環境整備が重要 

・ 本年４月における本県の行政職に占める民間企業等経験者の割合は 18.7%であり、当該職員

が持つ感性、新しいことに気づき、挑戦しようとする姿勢は県庁で働く他の職員にも刺激となり、

組織全体の活性化につながっている 

・ 60 歳を超える職員には、これまで培った豊富な知識、経験等を活用し、後輩職員の育成など

が期待されており、これらの職員が高いモチベーションを維持しながら働きやすい環境づくり

を推進することが必要 

・ 本年４月における管理職に占める女性職員の割合は、知事部局が 19.7％（昨年度 17.4％）、

教育委員会（公立学校）が 30.3％（昨年度 27.9％）といずれも着実に上昇しており、引き続き

性別に関わらずそれぞれの経験や特性に応じてその能力を十分発揮し活躍できる環境の整備を

推進していくことが必要 

・ 昨年６月における障害者の実雇用率は、知事部局が 2.97％（目標値 2.80％以上）、教育委員

会（公立学校）が 2.72％（目標値 2.70％以上）、警察本部が 3.02％（目標値 2.80％以上）と

いずれも目標を上回っており、継続的に法定雇用率を達成するため、更なる障害者雇用の推進に

向けた取組が必要 

・ 引き続き、職員の多様性を尊重しながら、より良い組織を築いていく必要がある 

（３）能力・実績に基づく人事管理の推進 

・ 人事評価制度の客観性、公平性、透明性及び信頼性を確保し、職員の納得感を高めていくこと

が極めて重要。任命権者においては、今後も、継続的な検証を行い、その実情に応じて随時見直

し、改善を図っていくことが求められる 
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２ 勤務環境の整備 

（１）長時間勤務の縮減及び年次休暇の取得促進 

ア 時間外勤務の縮減（教育職員を除く） 

・ 昨年度の職員１人当たりの年間の時間外勤務の時間数は 151.1 時間で、一昨年度（158.7 時

間）より減少 

・ 昨年度、規則に定められた大規模災害等業務以外で上限を超えて時間外勤務を命じられた職

員数は、全体で 207 人（一昨年度 241 人）と２年連続で 200 人超であり、このような勤務が

無くなるよう対策を徹底することが必要 

・ 管理職員は、各職場において、コミュニケーションを深め、効率化・合理化による業務削減

や平準化に努めるとともに、長時間労働が職員の心身に負荷をかけることを強く認識し、時間

外勤務を命じる場合は、それが真に必要な業務かどうかを判断した上で、必要最小限となるよ

うにしなければならない 

・ 任命権者は、業務量に応じた弾力的な人員配置に努めるなど、組織全体として、実効性のあ

る時間外勤務の縮減の取組を推進することが必要 

イ 学校現場における教育職員の長時間勤務の縮減 

・ 昨年度の教育職員１人当たりの年間の時間外在校等時間数は、全体で 322.5 時間となってお

り、依然として長時間勤務を行っている教育職員は多い 

・ 県教育委員会においても業務量管理・健康確保措置実施計画が策定・公表されており、現在

実施している取組を検証し改善を重ねながら、より効果的な取組を着実に実施していくことが

極めて重要 

ウ 年次休暇の取得促進 

・ 昨年の職員１人当たりの年次休暇取得日数は、全体平均 12.7 日と一昨年から減少 

・ 任命権者は、職員の心身のリフレッシュを図り、勤労意欲の向上はもとより、公務能率の維

持増進にも寄与する年次休暇の趣旨を踏まえ、年間 20 日付与している年次休暇の取得促進に

向け、年次休暇を取得しやすい職場環境づくりに取り組むことが必要 

（２）職員の健康管理  

・ 心の健康問題については、未然防止や早期発見・早期対処が肝要であり、管理職員は、日頃

のコミュニケーションを通じて、職員の健康状態等の把握や、周りに相談しやすい職場環境づ

くりに努めることが重要  

・ 任命権者は、ストレスチェック等による未然防止を行い、病気休暇・休職からの円滑な職場

復帰のための支援の拡充や再発防止についても、適切な対策が必要   

（３）仕事と生活の両立支援の推進 

・ 昨年度の男性職員の育児休業の取得率は、70.5％と一昨年度（49.9％）から大幅に増加 

・ 本年度から見直された特定事業主行動計画では、対象となる男性職員の育児休業の取得につ

いて、２週間以上の取得率 85％以上を目標に掲げており、対象の男性職員が希望や事情に応じ

た制度が選択できるよう、両立支援制度が利用しやすい環境づくりをより一層推進していくこ

とが必要 
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（４）多様で柔軟な働き方の推進等 

・ 多様な働き方を支援することは、ワーク・ライフ・バランスの実現や人材確保に資する 

・  人事院は、理由を問わず、年７日間取得できる無給休暇の新設や休日及び週休日に勤務した場

合に取得できる代休日の指定や週休日の振替等の見直しを勧告 

・  無給休暇の新設は、既存の休暇では対応できない場合のセーフティーネットとして機能する

ことも期待され、また、代休日の指定等の見直しは、職員の総実勤務時間を減少させるものであ

り、任命権者は、国や他の都道府県の動向を踏まえつつ、検討を進めることが必要 

・ 任命権者は、早出遅出勤務制度等について、効果や課題の検証を行うとともに、フレックス

タイム制についても引き続き検討していくことが必要 

（５）ハラスメントの防止 

・ ハラスメントの根絶を目標として、職員研修等を通じた意識啓発により一層取り組むことが

求められる 

・ 相談があった際には、迅速かつ適切に対応し、ハラスメントに関する認識を深め、ハラスメ

ントのない職場環境づくりに向けて、取組を強化していくことが必要 

・ カスタマー・ハラスメントに対しては、対応マニュアルの策定など、対策が進められており、

必要に応じ研修を実施する等実効性の確保に努め、組織全体として毅然と対応をしていくこと

が求められる 

 

３ 服務規律の確保 

・ 職員においては、高い倫理観の保持及び服務規律の遵守に努めることが極めて重要 

・ 任命権者においては、不祥事の根絶に向けて、平時から指導を徹底するとともに、事実関係

を十分に把握、分析し、再発防止のための研修や啓発を行うなど、実効性のある取組を徹底・

強化していくことが必要 

 
 
 








